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衆議院厚生労働委員会ニュース 

平成 26.3.14 第 186 回国会第５号 

 

3 月 14 日（金）、第５回の委員会が開かれました。 

 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

玉 木 雄一郎君（民主） 

・平成25年度補正予算案提出直前に（独）高齢・障害・求

職者雇用支援機構（ＪＥＥＤ）との打合せで厚生労働省

がＪＥＥＤに業務の一部を受託して頂きたい旨の発言を

したことは事実か。 

・平成25年10月に緊急人材育成・就職支援基金（緊急人材

育成支援事業）の保有する752億円について使用見込みが

ないと指摘し返納を求めた経緯について会計検査院に伺

いたい。 

・短期集中特別訓練事業の内容は法定の求職者支援制度と

ほぼ同じで、一本化可能と考えるが、無理に別の基金事

業にしているのではないか。 

 

中 根 康 浩君（民主） 

・雇用保険の加入要件を満たしているにもかかわらず未加

入が多いパートタイム労働者の実態を厚生労働省は把握

しているか、また、パートタイム労働者の加入促進の取

組についても伺いたい。 

・来年の介護報酬改定において、介護職員の処遇はどの程

度引き上げられるか、厚生労働大臣の見解を伺いたい。 

・介護休業取得率が低い状況にあるにもかかわらず、介護

休業制度の見直しを行わない理由について厚生労働大臣

に伺いたい。 

 

中 島 克 仁君（みんな） 

・事業所内保育や病児保育の環境整備に向けた厚生労働省

の取組について伺いたい。 

・労働需要にマッチングした進路指導を学校段階で行って

いくべきと考えるが、文部科学省との連携を含めた厚生

労働大臣の見解を伺いたい。 

・離職者に、雇用保険制度で教育訓練費用とともに教育訓

練支援給付金を支給することで本人に適した仕事の決め

方になるか厚生労働省の見解を伺いたい。 

 

清 水 鴻一郎君（維新） 

・短期集中特別訓練事業の入札問題に関し、類似例の調査

を行い、原因を解明して、数社が応札できる仕組みを構

築してから入札を行うべきではないか。 

・１月に厚生労働省が薬事法違反で告発したノバルティス

社の降圧剤ディオバン錠について、効能自体に問題はな

いという理解で良いのか。 

・臨床研究の不正防止のための新法制定についての報道に

関し、検討状況を伺いたい。 

 

井 坂 信 彦君（結い） 

・成熟産業から成長産業へと労働移動を図っていくことが

重要と考えるが、政府は建設業を成長産業とみなすなど

成長産業の定義をあいまいに考えすぎではないか。 

・教育訓練給付を失業者や非正規雇用労働者に重点的に給

付し、雇用の需給ミスマッチ解消や成長産業に転職する

ために必要な技能取得に特化すべきではないか。 

・男性の育児休業取得率を上げるためには、男性に特化し

て給付率を引き上げるべきと考えるがいかがか。 

１ 雇用保険法の一部を改正する法律案（内閣提出第３号） 

・田村厚生労働大臣、高鳥厚生労働大臣政務官、政府参考人及び会計検査院当局並びに参考人に対し質疑を行い、質疑

を終局しました。 

（参考人）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長           小 林 利 治君 

・重徳和彦君（維新）及び高橋千鶴子君（共産）が討論を行いました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

（賛成－自民、民主、公明、みんな、共産 反対－維新、結い 欠席－阿部知子君（無）） 

・とかしきなおみ君外３名（自民、民主、公明、みんな）から提出された附帯決議案について、大西健介君（民主）か

ら趣旨説明を聴取しました。 

・採決を行った結果、賛成多数をもってこれを付することに決しました。 

 （賛成－自民、民主、公明、みんな、共産 反対－維新、結い 欠席－阿部知子君（無）） 



 

本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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高 橋 千鶴子君（共産） 

・雇用保険の国庫負担について、雇用保険法附則第15条に

は速やかに暫定措置を廃止するとある一方、財政制度等

審議会の建議は国庫負担の引下げも含めて見直すべきと

しているが、厚生労働大臣の見解を伺いたい。 

・「日本再興戦略」は雇用調整助成金から労働移動支援助成

金への大胆なシフトをするとしているが、支援委託先の

民間人材ビジネスを儲けさせるだけではないか。 

・本法律案では、雇用保険で中長期的なキャリア形成支援

措置を講ずるとしているが、失業のリスクに備えるとい

う雇用保険の趣旨にはそぐわず、一般会計によって実施

すべきと考えるがいかがか。 

 

２ 次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策推進法等の一部を改正する法律案（内閣提出

第 31号） 

短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第 32号） 

 ・田村厚生労働大臣から提案理由の説明を聴取しました。 

 


